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夏期の電力需給対策について（通知）

　東日本大震災で被災された方々に心からお見舞い申し上げるとともに、各機関の多大

な御尽力に御礼を申し上げます。

　夏期の電力需給対策については、「夏期の電力需給対策の骨格について」（平成23年4

月11日付け23文科施第40号笠文部科学大臣政務官通知）を発出したところですが、

このたび政府の電力需給緊急対策本部において、「夏期の電力需給対策について」が決

定されましたのでお知らせいたします。

　各機関におかれましては、特に下記の内容に留意しつつ、本決定を踏まえた電力需要

・抑制対策に取り組んでいただきますようお願いします。

　なお、本決定本文及び関係資料は、文部科学省のホームページに掲載されていますの

で必ず御子懐いただきますようお願いします。
　（http：／／www．　mext．　go．　jp／b」nenu／hakusho／nc／attach／1306046．　htm）

　都県教育委員会及び都県知事においては、域内の市区町村教育委員会（指定都市教育

委員会を除く。）、所管又は所轄の学校その他の教育機関等に対して、各特例民法法人に

おいては、加盟事業者等に対し、このことを周知してください。



記

1．東京電力及び東北電力管内全域において、使用最大電力に係る目標とする需要抑

　制率は、全ての部門で均一に15％とされていること

2，大口需要家（契約電力500kW以上の事業者）は、需要抑制の具体的対策について

　計画を策定し実施することとされていること。また、政府は、大口需要家に対す

　　る電気事業法第27条に基づく電気の使用制限について、必要な準備を進めるこ

　　ととされていること

3．小口需要家（契約電力500kW未満の事業者）は、政府が示した「節電行動計画の

　標準フォーマット」等を参考として、自主的な節電行動計画を策定・公表し、実

　施することとされていること

4．個別の需要家による取組に加え、それぞれの事業の形態に適合する範囲で、複数

　　の需要家による共同の取組に係る検討も求められていること

5，小中学校の授業や夏休みの課題で「節電」が取り上げられるよう求められている

　　こと

6．大型イベント開平等における需要抑制に係る配慮が求められていること

7． 独立行政法人及び公益法人は、「政府の節電実行基本方針」及び今後策定される

各府省の節電実行計画を参考として、当該法人の節電計画の策定が求められてい

ること

以上

【問い合わせ先】

文部科学省大臣官房文教施設企画部

参事官（技術担当）付
　　　　　03－5253－4111（内線2319）


